
 

  

 

第９０期 決算公告 
名古屋市東区葵二丁目12番8号 

名鉄運輸株式会社 

 

 

貸　借　対　照　表
（2023年3月31日現在）

(単位：百万円)

科　　　　　目 金　　　　　額 科　　　　　目 金　　　　　額

流　動　資　産 16,442 流　動　負　債 34,877

現 金 及 び 預 金 15 支 払 手 形 111

受 取 手 形 1,154 電 子 記 録 債 務 1,400

営 業 未 収 金 6,560 営 業 未 払 金 3,185

貯 蔵 品 225 短 期 借 入 金 22,449

前 払 費 用 279 １年内返済予 定長期借 入金 545

短 期 貸 付 金 5,973 未 払 金 901

未 収 入 金 2,230 未 払 法 人 税 等 257

そ の 他 6 未 払 費 用 1,349

貸 倒 引 当 金 △3 預 り 金 185

契 約 負 債 407

固　定　資　産 71,055 整 理 損 失 引 当 金 260

有形固定資産 57,999 そ の 他 3,822

建 物 7,627

構 築 物 929

機 械 及 び 装 置 39 固　定　負　債 25,816

車 両 運 搬 具 19,202 長 期 借 入 金 18,493

工 具 器 具 及 び 備 品 354 退 職 給 付 引 当 金 4,613

土 地 24,546 資 産 除 去 債 務 357

リ ー ス 資 産 10 再評価に係る 繰延税金 負債 2,076

建 設 仮 勘 定 5,288 そ の 他 275

無形固定資産 557

借 地 権 129 60,694

ソ フ ト ウ エ ア 411

そ の 他 15 株主資本 23,598

資　 本　 金 100

投資その他の資産 12,498 資本剰余金 7,963

投 資 有 価 証 券 1,398 資本準備金 4,497

関 係 会 社 株 式 8,066 その他資本剰余金 3,466

長 期 貸 付 金 52 利益剰余金 15,534

差 入 保 証 金 1,115 利益準備金 43

繰 延 税 金 資 産 1,708 その他利益剰余金 15,490

そ の 他 173 資産圧縮積立金 536

貸 倒 引 当 金 △ 14 繰越利益剰余金 14,953

評価・換算差額等 3,205

その他有価証券評価差額金 564

土地再評価差額金 2,641

26,804

資　産　合　計 87,498 87,498負 債 ・ 純 資 産 合 計

負 債 合 計

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

（純 資 産 の 部）

純 資 産 合 計

 



 

  

 

損　益　計　算　書
2022年　4月 1日から

2023年　3月31日まで

(単位：百万円)

58,334

55,894

2,440

2,136

304

466

318

148

113

96

16

658

134

126

8

272

12

260

520

327

△ 292

484

支 払 利 息

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他

営 業 外 費 用

当 期 純 利 益

そ の 他

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

そ の 他

特 別 損 失

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

固 定 資 産 処 分 損

整 理 損 失 引 当 金 繰 入 額

税 引 前 当 期 純 利 益

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

 

〔個別注記表〕 

 

（ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 ） 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法に基づく原価法 
② その他有価証券  

市場価格のない株式等以外の
もの 

 

時価法 (評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定しておりま
す。) 

市場価格のない株式等 移動平均法に基づく原価法 

(2) 貯蔵品の評価基準及び評価方法 

 
移動平均法に基づく原価法（収益性の低下による
簿価切下げの方法） 
 

2. 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

（リース資産を除く） 

① 2007年３月 31日以前に取得したもの 

旧定額法 

② 2007年４月 1日以降に取得したもの 

定額法 

なお、取得価額 10 万円以上 20 万円未満のもの

については、３年間で均等償却をする方法を採用

しております。 

また、2007 年３月 31 日以前に取得したものに

ついては、償却可能限度額まで償却が終了した翌

事業年度から５年間で均等償却する方法によって

おります。 

 

(2) 無形固定資産 

（リース資産を除く） 

 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

 

(3) リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資

産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと

する定額法によっております。 

なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開

始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

3. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 

 

 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

 

 

 

 

 



 

  

 

(2) 退職給付引当金 

 

 

 

 

 

 

 

 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき期末に発生していると認められる額を計上し

ております。 

なお、数理計算上の差異は、発生時における従

業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（９年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生し

た翌事業年度から費用処理することにしておりま

す。 

(3) 整理損失引当金 今後発生する整理損失に備えるため、当事業年

度末における損失負担見込額を計上しておりま

す。 

 

4. 収益及び費用の計上基準 

当社は、物流関連事業を主な事業内容としており、顧客との運送契約に基づいて、顧客

より運送を受託した荷物を、顧客が指定する荷受人へ配達する履行義務を負っております。

当該履行義務の充足に伴って収益を認識しております。 

また、収益は、顧客との契約において約束された対価から、値引き、リベートを控除 

した金額で測定しております。 

 

（ 収益認識に関する注記 ） 

1. 収益の分解 

顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

当事業年度（自 2022年４月１日 至 2023 年３月 31日） 

（単位：百万円） 

区分 金額 

一定の期間にわたり移転されるサービス  

東部地域 26,352 

中部地域 15,840 

西部地域 12,247 

顧客との契約から生じる収益 54,439 

その他の収益 3,895 

売上高 58,334 

（注）東部地域…東北、北関東、東京、南関東 
      中部地域…東海、甲信越 
      西部地域…近畿、中国 
 

2. 収益を理解するため基礎となる情報 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであり

ます。 

 

 

 

 



 

  

 

（表示の変更に関する注記） 

契約負債の表示方法は、従来、貸借対照表上、流動負債その他（前事業年度3,806百万

円）に含めて表示しておりましたが、当事業年度より、契約負債（当事業年度407百万円）

として表示しております。 

 

 

（ 会計上の見積りに関する注記 ） 

当事業年度に計上した会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度に重要な影響を 

 及ぼす可能性がある項目は以下のとおりです。 

・退職給付引当金 4,613百万円 

 

 当社は、確定給付型を含む様々な退職給付制度を有しております。このうち、

確定給付制度に係る退職給付債務については、割引率、昇給率、退職率、死亡率

等の数理計算上の仮定に基づいて算定しています。なお、当社では、優良社債の

利回り等を参考に割引率を決定しております。 

 当社の数理計算上の仮定に用いる見積りは合理的であると判断しております

が、これらの見積りには不確実性が含まれているため、経営環境の変化等により

影響を受ける可能性があり、見直しから乖離した場合、翌事業年度以降の計算書

類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

（ 貸借対照表に関する注記 ） 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 36,755百万円  

2. 国庫補助金等による圧縮記帳額   

建物の取得原価から５百万円控除されております。 

3. 関係会社に対する金銭債権・債務   

短期金銭債権 7,799百万円 
 

短期金銭債務 12,085百万円 

4. 保証債務 

関係会社の金融機関等からの借入債務等に対し、保証を行っております。 

北陸名鉄運輸㈱ 172百万円  

名鉄ゴールデン航空㈱ 11百万円  

5. 事業用土地の再評価   

土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評

価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負

債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部

に計上しております。 

・再評価を行った年月日 2002年３月31日 

・再評価の方法 

 

 

土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布

政令第119号）第２条第３号に定める固定資産税評価額に

より算出しております。 

・再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

 5,123百万円  

 

（ 損益計算書に関する注記 ） 

関係会社との取引高 売上高 8,454百万円  

 仕入高 14,303百万円  

 その他の営業取引 83百万円  

 営業取引以外の取引高 329百万円  

 



 

  

 

（ 株主資本等変動計算書に関する注記 ） 

１．当事業年度末の発行済株式の総数 

普通株式 5株  

２．剰余金の配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

  2022年11月8日開催の臨時株主総会決議による配当に関する事項 

   ①配当金の総額 324百万円  

   ②配当原資 利益剰余金  

   ③１株当たり配当金額 64,815,270円  

   ④効力発生日 2022年11月25日  

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

2023年6月2日開催の第90回定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する

事項を次のとおり提案しております。 

   ①配当金の総額 242百万円  

   ②配当原資 利益剰余金  

   ③１株当たり配当金額 48,448,956円  

   ④基準日 2023年3月31日  

   ⑤効力発生日 2023年6月2日  

 

（ 税効果会計に関する注記 ） 

繰延税金資産の発生の主な原因は、未払事業税、退職給付引当金等であります。 

なお、上記の他に再評価に係る繰延税金負債を計上しております。 

 

（ リースにより使用する固定資産に関する注記 ） 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、建物の一部については、所有権移転外ファイナン

ス・リース契約により使用しております。 

 

（ 関連当事者との取引に関する注記 ） 

（子会社） 

  （単位：百万円） 

属性 
会社等

の名称 

議決権等の 

所有割合 

関連当事者と

の関係 
取引内容 取引金額  科目 期末残高 

子会社 
信州名鉄

運輸㈱ 

所有 

 直接 100％ 

運送の委託・受

託 、 資 金 の 貸

付・借入 

資金の貸付

及び借入 

（注１） 

257 短期借入金 2,569 

子会社 
名鉄急配

㈱ 

所有 

 直接 100％ 

運送の委託・受

託 、 資 金 の 貸

付・借入 

資金の貸付

及び借入 

（注１） 

232 短期借入金 1,101 

子会社 

名鉄ゴー

ルデン航

空㈱ 

所有 

 直接 100％ 

運送の委託・受

託 、 資 金 の 貸

付・借入 

資金の貸付

及び借入 

（注１ 

253 短期借入金 1,112 

子会社 
ＭＵﾏﾈｼﾞ

ﾒﾝﾄ㈱ 

所有 

 直接 90％ 

賃借料の支払・

資金の貸付・借

入 

資金の貸付

及び借入 

（注１） 

- 短期貸付金 5,785 

子会社 
四国名鉄

運輸㈱ 

所有 

直接 79.6％ 

運送の委託・受

託 、 資 金 の 貸

付・借入 

資金の貸付

及び借入 

（注１） 

376 短期借入金 3,452 



 

  

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）資金の貸付及び借入については、キャッシュマネジメントシステムによる取引が含まれ

ており、取引金額については資金の貸付残高及び借入残高の純増減額を記載しておりま

す。 

貸付及び借入利率については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

 

 

（兄弟会社等） 

（単位：百万円） 

属性 
会社等

の名称 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関連当事者

との関係 
取引内容 取引金額  科目 期末残高 

親会社の 

子会社 

㈱名鉄

ﾏﾈｼﾞﾒﾝ

ﾄｻｰﾋﾞｽ 

なし 
資金の貸付・

借入 

資金の貸付

及び借入

（注１） 

1,204 短期借入金 9,014 

利息の 

支払（注１） 
12   － － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）資金の貸付及び借入については、キャッシュマネジメントシステムを利用しており、取

引金額については資金の借入残高の純増減額を記載しております。 

貸付及び借入利率については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、資金

の借入に対して担保提供はありません。 

 

 

（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

   当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、当社の兄弟会社であり

グループファイナンス事業を営む㈱名鉄マネジメントサービス及び銀行等金融機関から

の借入により資金を調達しております。 

   受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図

っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ご

とに時価の把握を行っております。 

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

   2023 年３月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額 197百万円）は、「そ

の他有価証券」には含めておりません。また、「現金及び預金」、「受取手形及び営業未収

入金」、「電子記録債権」、「支払手形及び営業未払金」、「電子記録債務」及び「短期借入金」

は、短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しており

ます。 

 

 

 

 

 

 



 

  

 

（単位：百万円） 

    貸借対照表 
時価 差額 

    計上額 

（１）投資有価証券     

その他有価証券  1,200 1,200 － 

（２）長期借入金 

（１年以内返済予定を含む）  

19,039 18,639 400 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。 

 

 

レ ベ ル １ の 時

価： 

同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格に

より算定した時価 

レ ベ ル ２ の 時

価： 

レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプッ

トを用いて算定した時価 

レ ベ ル ３ の 時

価： 

重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら

のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低

いレベルに時価を分類しております。 

（１）投資有価証券 

その他有価証券 1,200 百万円はすべて上場株式であり、上場株式は相場価格を

用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その

時価をレベル１の時価に分類しております。 

（２）長期借入金 

借入契約毎に分類した当該長期借入金の元利金を同様の借入において想定され

る利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類して

おります。 

 

（ １株当たり情報に関する注記 ） 

１株当たり純資産額 5,360,805,703円 60銭  

１株当たり当期純利益 96,897,912円 20銭  

（注）当社は、2022年6月16日付けで普通株式1,296,305株につき普通株式１株の割合

で株式併合を行っております。当事業年度の期首に当該株式併合が行われたと

仮定し、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益を算定しております。 

 

（ 重要な後発事象に関する注記 ） 

該当事項はありません。    

 

 

 


